
業務棚卸評価シート 1/4

23年度 24年度 25年度 243,052 243,052 25年度 26年度 27年度 250,530 250,530

1 総 労働相談事業

労働者の労働問題
に対して手軽に相
談し、アドバイス
や解決手段を提供
するため。

労働相
談希望
者

定
例
定
型

相談者数
（一般・街
頭）

１３０人 ８０人 ８０人 50

目標値相
談者数８
０人のと
ころ、７
９人

県や関係機関との連
携し、成果が出てい
る。

Ａ 労働行政推進

労働者の働
く環境改善
を図り、労
働者が働き
続けること
でやりがい
を感じられ
る社会を目
指す。

市民

定
例
定
型

街頭労働相
談相談者数

82人 84人 86人 1,764 未 高 中 中
現状維
持

な
し

あり

街頭労働相
談会、湘南
地域障害者
スポーツ大
会

維
持

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内
容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

雇用労働課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 充実感をもって働けるための就労を支援する

雇用労働課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成24年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

1 労働相談事業
街頭労働相談
会の開催等の
事務

相談者数 ８０人 ７９人 50 労働行政推進
街頭労働相談
会の開催等の
事務

相談者数 82人 90
維
持

1
事業所訪問事
業

労働行政推進
№701事業
所訪問事業
から統合

関係機関との
連携により事
業所を訪問し
求人状況や勤
労者のニーズ
把握に努める

事業所等訪
問数

１２０件
（産業振
興課との
合算）

予
算
な
し

1
労働団体育成
事業

労働行政推進
№702労働
団体育成事
業から統合

湘南地区障害
者スポーツ大
会開催等の事
務

開催回数 １回 130
維
持

1
労働団体育成
事業

労働行政推進
№702労働
団体育成事
業から統合

湘南地区労働
祭行事への補
助金の支出等

補助金の支
出件数

１件 635
維
持

1
労働団体育成
事業

労働行政推進
№702労働
団体育成事
業から統合

湘南地区労働
者福祉協議会
への補助金の
支出等

補助金の支
出件数

１件 100
維
持

1
技能者育成事
業

労働行政推進

№703技能
者表彰育成
事業から統

永年同じ職種
に従事し職種
の向上発展に 被表彰者数 ３０人 569

維
持業 事業から統

合

向 発展
寄与した者を
表彰する

被表彰 数 人
持

1
県・近隣自治
体との連携

労働行政推進

№704県・
近隣自治体
との連携か
ら統合

県や関係団体
との連携によ
る共催事業の
開催

事業数 ５件 240
維
持

1
県・近隣自治
体との連携

労働行政推進

№704県・
近隣自治体
との連携か
ら統合

県や近隣自治
体とのネット
ワーク組織参
加による情報
収集

情報交換回
数

年２４回

予
算
な
し

1
国所管の補助
事業の取りま
とめ

労働行政推進

№705国所
管の補助事
業のとりま
とめから統
合

県基金を活用
し障害者や大
震災の影響で
失業した人等
の就業機会創
出

雇用者数 １２人

予
算
な
し

1 労働行政推進 労働行政推進
労働及び就労
に関する情報
交換

情報交換回
数

１回

予
算
な
し

701 総
事業所訪問事
業

事業者や労働団体
等を訪問により勤
労者のニーズを把
握し有効な施策立
案に努める。

市内事
業所、
労働団
体等

定
例
定
型

事業所訪問
数

１００件
（雇用労働
課５０件）

１００件
（雇用労働
課５０件）

１００件
（雇用労働
課５０件）

目標値８
０件のと
ころ１１
６件

市の制度周知協力依
頼などを行い、成果
が出ている。

Ａ №1労働行政推
進に統合

701
事業所訪問事
業

関係機関との
連携により事
業所を訪問し
求人状況や勤

事業所等訪問
数

８０件
（産業振
興課との

１１６件
（うち雇
用労働課業 求人状況や勤

労者のニーズ
把握に努める

数 興課との
合算）

用労働課
４６件）

702 総
労働団体育成
事業

労働団体の運営及
び福祉活動に対す
る事業に対し、助
成を行う。

労働団
体等

定
例
定
型

助成団体数 ３団体 ３団体 ３団体 735

助成団体
３団体の
うち２団
体

湘南地区障害者スポー
ツ大会の負担金につい
ては、市町村広域行政
助成金を利用したため
市の支出はなかったが
開催した。団体の育成
については成果が出て

Ａ №1労働行政推
進に統合

702
労働団体育成
事業

湘南地区障害
者スポーツ大
会への負担金
の支出等

負担金の支出
件数

１件 ０件 0

702
労働団体育成
事業

湘南地区労働
祭行事への補
助金の支出等

補助金の支出
件数

１件 １件 635

702
労働団体育成
事業

湘南地区労働
者福祉協議会
への補助金の
支出等

補助金の支出
件数

１件 １件 100

703 総
技能者育成事
業

技能者のさらなる
技能、技術を磨く
とともに、後進の
育成指導により各
業種の発展を図
る。

市内の
事業所
に勤務
する者

定
例
定
型

被表彰者数 ５５人 ５５人 ５５人 403

目標値被
表彰者５
５人のと
ころ３８
人

推薦団体へ働きかけ
を引き続き進めるこ
とで、今後成果が見
込める。

Ｃ №1労働行政推
進に統合

技能者育成事

永年同じ職種
に従事し職種

703
技能者育成事
業

の向上発展に
寄与した者を
表彰する

被表彰者数 ５５人 ３８人 403



業務棚卸評価シート 2/4

23年度 24年度 25年度 243,052 243,052 25年度 26年度 27年度 250,530 250,530

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内
容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

雇用労働課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 充実感をもって働けるための就労を支援する

雇用労働課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成24年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

704 総
県・近隣自治
体との連携

かながわ労働セン
ター湘南支所等と
適宜情報交換、情
報提供を行い労働
行政の推進を図
る。

情報を
必要と
する市
民

定
例
定
型

情報交換回
数

２４回 ２４回 ２４回 30

目標値年
２４回の
ところ２
５回実施

県及び近隣市との連
携を深め、成果が出
ている。

Ａ №1労働行政推
進に統合

704
県・近隣自治
体 連携

県や近隣自治
体とのネット
ワーク組織参 情報交換回数 年２４回 年２６回704

体との連携
ワ ク組織参
加による情報
収集業務

情報交換回数 年２４回 年２６回

704
県・近隣自治
体との連携

県や関係団体
との連携によ
る共催事業の
開催

事業数 年４回 年８回 30

705 総
国所管の補助
事業の取りま
とめ

雇用・就業機会の
創出を図るための
ふるさと雇用再生
特別交付金事業及
び緊急雇用創出事
業の取りまとめ
（ふるさと雇用再
生特別交付金事業
は23年度で終了）

非正規
労働者
等

定
例
定
型

雇用者数 ６１人 ２０人 ０人

緊急雇用創出
事業の計画期
間24年度ま
で（国の補助
制度延長）

931
目標値２
０人に対
し３１人

緊急雇用創出事業を
実施し雇用を進め、
成果が出ている。

Ａ №1労働行政推
進に統合

705
国所管の補助
事業の取りま
とめ

県基金活用し
障害者や大震
災の影響で失
業した人の就
業機会創出

雇用者数 ２０人 ３１人 931

2 総
地域職業相談
事業

職業相談・職業紹
介を実施すること
により、１人でも
多くの未就労者の
就職を支援する

求職
者・求
人事業
所

政
策
利用者数

40,000
人

40,800人 41,600人 587

目標値
40,800
人のとこ
ろ

47727

茅ヶ崎市ふるさとハ
ローワークの利用者
が増加し、成果が出
ている。

Ａ 就職活動支援事
業

藤沢公共職
業安定所と
連携した職
業紹介窓口
の設置や、
企業の人事
担当者と直
接話す場の

求職
者・求
人事業
所

定
例
定
型

新規就労者
数

1,450人 1,525人 1600人 900

業
務
計
画

未 高 中 高
現状維
持

な
し

あり
湘南合同面
接会

維
持

就職を支援する。
所 47,727

人
ている。

提供など、
求職者へ就
職活動の機
会を提供し
ます。

所 型 画

2
地域職業相談
事業

１５歳以上の
求職者の職業
相談及び求人
情報の提供等

利用者数
40,800
人

47,727
人

485
就職活動支援事
業

茅ヶ崎市ふる
さとハロー
ワークにおけ
る新規就労者
数

利用者数 1,450人 600

業
務
計
画

維
持

2
湘南就職面接
会事業

就職活動支援事
業

№706湘南
就職面接会
事業から統
合

就職面接会の
開催

参加者数
採用者数

２５０人
１０人

300

業
務
計
画

維
持

2
就職活動支援
事業

若者のための
企業説明会

開催数 1回 1回 102
就職活動支援事
業

企業説明会の
開催

開催回数 ２回

業
務
計
画

予
算
な
し

2
障害者雇用啓
発事業

就職活動支援事
業

№707障害
者雇用啓発
事業から統
合

障害者雇用に
ついての事業
所訪問及び情
報収集等に関
する業務

就労体験新
規受け入れ
事業所数

３件

業
務
計
画

予
算
な
し

706 総
湘南就職面接
会事業

ハローワーク藤沢
並びに管内の３市
１町により面接会
を開催し未就労者
の就職を支援す
る。

就職・
転職希
望者

政
策
参加者数
採用者数

３００人
　２０人

３００人
２５人

３００人
３０人

300

目標値参
加者３０
０人採用
者２５人
のとこ
ろ、２２
５人１０
人

ハローワーク藤沢と
その管内３市１町で
平成２０年度より開
催しているが、今後
の事業展開によって
は成果が見込める。

Ｃ №2就職活動支
援事業に統合

706
湘南就職面接
会事業

就職面接会の
開催

参加者数
採用者数

３００人
２５人

２２５人
１０人

300

707 総
障害者雇用啓
発事業

事業所訪問の際、
障害者雇用の実態
または雇用促進に
向けた啓発等を行
う。

市内事
業所及
び市民

定
例
定
型

事業所訪問
件数

２０件 ２０件 ２０件

目標値２
０件のと
ころ１９
件

事業所を訪問するこ
とで、事業所で障害
者の就労体験を実施
してもらうなど成果
が出ている。

Ａ №2就職活動支
援事業に統合

707
障害者雇用啓
発事業

事業所訪問及
び情報収集等
に関する業務

事業所訪問件
数

２０件 １９件

3 総
勤労者福祉
サービスセン
ター事業

№4勤労者福祉事業
より分割

勤労者福祉サー
ビスセンター事
業

中小企業単
独では実施
が難しい従
業員の福利
厚生事業を
提供し、福
利厚生の充
実を図ると
共に従業員
の確保や定
着を目指
す。

市内在
住、在
勤の勤
労者

政
策

勤労者福祉
サービスセ
ンターへの
加入者数

1,000人 1,500人 2,000人 15,719

業
務
計
画

未 高 中 高
現状維
持

な
し

あり
サービスセ
ンター事業

維
持

3
勤労者福祉
サービスセン
ター事業

勤労者福祉サー
ビスセンター事
業

勤労者福祉
サービスセン
ター事業へ負
担金の支出等

勤労者福祉
サービスセ
ンターへの
加入者数

1,000人 15,719

業
務
計
画

維
持



業務棚卸評価シート 3/4

23年度 24年度 25年度 243,052 243,052 25年度 26年度 27年度 250,530 250,530

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内
容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

雇用労働課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 充実感をもって働けるための就労を支援する

雇用労働課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成24年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

4 総
勤労者福祉事
業

勤労者世帯の経済
的負担の軽減を図
るとともに、広域
によるサービスセ
ンター事業に参画
し豊かで充実した
生活を支援する。

　市内
在住、
在勤の
勤労者

政
策

住宅・教育
資金利子補
給利用件数

３６０件 ３９０件 ４２０件 176,844

目標値年
３９０件
のとこ
ろ、年３
６３件

申請者数は前年度よ
り減少したが、目標
の達成に向けて、今
後成果が見込める。

Ａ 勤労者福祉事業

勤労者世帯
の経済的な
負担軽減を
図り、生活
への不安を
解消しま
す。

市内在
住、在
勤の勤
労者

定
例
定
型

勤労者住宅
資金・教育
資金利子補
給申請者数

420 430 440 176,300

業
務
計
画

未 高 中 中
現状維
持

な
し

なし
維
持

4
勤労者福祉事
業

勤労者の住宅
資金利子補給
金交付に係る
事務等

申請者数
年３７０
件

年３３９
件

13,740 勤労者福祉事業

勤労者の住宅
資金利子補給
金交付に係る
事務等

申請者数
年３９０
件

20,700

業
務
計
画

維
持

事務等 事務等 画

4
勤労者福祉事
業

勤労者の教育
資金利子補給
金交付に係わ
る事務

利子補給の受
付件数

年２０件 年２４件 217 勤労者福祉事業

勤労者の教育
資金利子補給
金交付に係わ
る事務

利子補給の
受付件数

年３０件 600

業
務
計
画

維
持

4
勤労者福祉事
業

勤労者生活対
策資金事業の
融資資金預託
契約

預託件数 １件 １件 155,000 勤労者福祉事業
勤労者生活対
策資金融資の
新規貸付

新規貸付件
数

年３０件 155,000

業
務
計
画

維
持

4
勤労者福祉事
業

広域による中
小企業勤労者
福祉サービス
センター事業
への参画

加入会員数 ５００人 ４６６人 7,887
№3勤労者福祉
サービスセン
ター事業へ分割

5 総
勤労市民会館
の管理運営

指定管理者による
勤労者の福祉の充
実と文化の振興を
図るとともに、多
くの市民に集いと
交流の場を提供す
る。

勤労者
及び市
民

定
例
定
型

開館日数 ３４８日 ３４７日 ３４７日 54,422

目標値３
４７日の
ところ３
４７日

管理運営について
は、毎月のモニタリ
ングを通して適正に
行われており、成果
が出ている。

Ａ 勤労市民会館の
管理運営

民間事業者
のノウハウ
を活用し、
労働問題の
解決及び就
職活動を支
援するため
の拠点とし
て機能を充
実させ、勤
労者福祉の
向上と求職
者の支援を
進める。

市民
政
策
稼働率 73% 74% 75% 54,347

業
務
計
画

未 高 中 高
現状維
持

あ
り

なし
維
持

勤労市民会館
会館の指定管
理業務に関す 会館の開館日 年３４７ 年３４７ 勤労市 会館 会館の指定管 会議室等の

業
務 あ ①事業実施主体

利用者一人
あたりのコ

利 者数を増 維5
勤労市民会館
の管理運営

理業務に関す
る予算執行等
の総務業務

会館の開館日
数

年３４７
日

年３４７
日

54,422
勤労市民会館の
管理運営

会館の指定管
理業務

会議室等の
稼働率

７３％ 54,347
務
計
画

あ
り

①事業実施主体
の最適化

600円
あたりのコ
スト（事業
費－使用料/
利用者数）

27 利用者数を増
加させる。

維
持

5
勤労市民会館
の管理運営

労働講座等の
開催

各種講座の開
催回数

年２講座 年４講座
勤労市民会館の
管理運営

就職活動支
援、勤労者福
祉、技能、労
働講座等の開
催

各種講座の
受講率

７５％
維
持

5
勤労市民会館
の管理運営

中小企業勤労
者福祉事業の
実施

講座等の開催
回数

年５講座 年５講座
講座の開催と
して統合

5
勤労市民会館
の管理運営

若年者就業支
援事業の実施

セミナー等の
開催回数

年４講座 年５講座
講座の開催と
して統合

5
勤労市民会館
の管理運営

中高齢者就業
支援事業の実
施

セミナー等の
開催回数

年４講座 年３講座
講座の開催と
して統合

5
勤労市民会館
の管理運営

知識や技能を
習得するため
の技能講座の
開催

講座等の開催
回数

年１０講
座

年７講座
講座の開催と
して統合

5
勤労市民会館
の管理運営

人材育成のた
めの就職支援
総合相談窓口
の開設

相談窓口の開
設日数

年２３３
日

年２３２
日

勤労市民会館の
管理運営

就職サポート
コーナーの開
設

相談件数 1,350件
維
持

5
勤労市民会館
の管理運営

労働相談会事
業を指定管理
者業務に加え
開催

相談会の開催
回数

年２４回
年２４回

勤労市民会館の
管理運営

労働相談窓口
の開設

相談件数 年４３件
維
持

5
勤労市民会館
の管理運営

若年労働者
キャリア形成
支援・相談事
業を指定管理
者業務に加え
開催

相談会の開催
回数

年４８回 年４６回
勤労市民会館の
管理運営

若年労働者
キャリア形成
支援・相談窓
口の開設

相談件数
年１１５
件

維
持

5
勤労市民会館
の管理運営

キャリア形成
や仕事の悩み
などの相談窓
口の開設（し
ごと相談
デー）

相談窓口の開
設日数

年２４回 年２４回
勤労市民会館の
管理運営

キャリア形成
や仕事の悩み
などの相談窓
口の開設（し
ごと相談
デー）

相談件数 年６５件
維
持

5
勤労市民会館
の管理運営

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

月次報告書の
評価回数

年１２回
（月１
回）

年１２回
（月１
回）

勤労市民会館の
管理運営

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

月次報告書
の評価回数

年１２回
（月１
回）

維
持

5
勤労市民会館
の管理運営

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

年次報告の評
価回数

年１回 年１回
勤労市民会館の
管理運営

指定管理業務
モニタリング

年次報告の
評価回数

年１回
維
持

5
勤労市民会館
の管理運営

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回 年１回
勤労市民会館の
管理運営

指定管理業務
モニタリング

利用者アン
ケートの実
施回数

年１回
維
持

5
勤労市民会館
の管理運営

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

導入施設への
実施調査回数

年４回 年４回
勤労市民会館の
管理運営

指定管理業務
モニタリング

導入施設へ
の実地調査
回数

年４回
維
持
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23年度 24年度 25年度 243,052 243,052 25年度 26年度 27年度 250,530 250,530

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内
容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

雇用労働課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 充実感をもって働けるための就労を支援する

雇用労働課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成24年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

6 総
勤労市民会館
の維持管理

安全な施設の維持
管理に努めるとと
もに利用者の利便
性の向上をはか
る。

勤労者
及び市
民

定
例
定
型

開館日数 ３４８日 ３４７日 ３４７日 8,685

目標値３
４７日の
ところ３
４７日

冷温水発生機のオー
バーホールなど、施
設の維持管理を適切
に行い、成果が出て
いる。

Ａ
勤労市民会館の
管理運営の維持
管理

市民が安心
して利用で
きる施設と
するため、
適切な修繕
を行う。

市民

定
例
定
型

開館日数 347日 347日 348日 1,450 未 高 中 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

6
勤労市民会館
の維持管理

会館維持管理
に関する予算
執行等の総務
業務

会館の開館日
数

年３４７
日

年３４７
日

8,685
勤労市民会館の
管理運営の維持
管理

会館維持管理
に関する予算
執行等の総務
業務

会館の開館
日数

年３４７
日

1,450
維
持

708 総

労働行政推進
懇談会に係る
事務（労政問
題懇談会に係
る事務）

労働行政に関する
主要施策等につい
て労働者・使用
者・学識経験者等
との懇談の場を設
置し市民ニーズに
即した労政推進を
めざす。

労政懇
委員

定
例
定
型

懇談会の開
催回数

年２回 年２回 年２回 44

目標値年
２回のと
ころ年２
回

労働行政について労
働者・使用者・学識
経験者等と情報共有
を図り、成果を上げ
た。

Ａ
平成25年4月
1日付で廃止

平成25年4
月1日付で廃
止

休・
廃止

708
労働行政推進
懇談会に係わ
る事務

労働行政推進
懇談会に関す
る業務

懇談会の開催
回数

年２回 年２回 44
休・
廃止

888 総
災害応急対策
活動

地震動、津波等に
伴う諸現象による
同時多発的災害が
発生した場合に、
被害を軽減し、応
急対策活動を課と
して迅速的確に対
処する。

全市民
等

定
例
定
型

災害応急対策活
動

地震動、津
波等に伴う
諸現象によ
る同時多発
的災害が発
生した場合
に、被害を
軽減し、応
急対策活動
を課として
迅速的確に
対処する。

全市民
等

定
例
定
型

未 高 中 高
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

部災害応急対
策活動マニュ
アルの作成及
び検証等（毎
年）

マニュアルの
作成及び検証

４月 5月
災害応急対策活
動

部災害応急対
策活動マニュ
アルの作成及
び検証等（毎
年）

マニュアル
の作成及び
検証

４月

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

管理施設（勤
労市民会館）
の災害状況の
把握及び被害
報告（災害等
発生時）

公共施設の災
害状況把握及
び被害報告

随時 随時
災害応急対策活
動

管理施設（勤
労市民会館）
の災害状況の
把握及び被害
報告（災害等
発生時）

公共施設の
災害状況把
握及び被害
報告

随時

予
算
な
し

888 総 庁内共通事務

定
例
定
型

庁内共通事務 21 21 庁内共通事務

定
例
定
型

50 50


